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１. 14年 9月中間期の連結業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)連結経営成績

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 8,562 △ 1.6 2,491 16.4 1,389 28.2
13年 9月中間期 8,697 △ 21.2 2,139 △ 3.9 1,083 △ 21.6
14年 3月期 20,374 4,792 2,711

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当
           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭
14年 9月中間期 512 77.8 4.55 -
13年 9月中間期 288 19.4 2.56 2.49
14年 3月期 1,181 10.49 -
(注)①持分法投資損益    14年 9月中間期       -        百万円   13年 9月中間期       -        百万円   14年 3月期       -        百万円
     ②期中平均株式数（連結）　14年 9月中間期   112,508,481 株　　　13年 9月中間期   112,586,274 株　　　14年 3月期   112,576,558 株
     ③会計処理の方法の変更　　 無
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
14年 9月中間期 173,298 36,507 21.1 324.61
13年 9月中間期 163,530 35,836 21.9 318.29
14年 3月期 147,654 36,349 24.6 322.97
(注)期末発行済株式数（連結）　14年 9月中間期   112,465,871 株　　　13年 9月中間期   112,587,870 株　　　14年 3月期   112,548,525 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円
14年 9月中間期 △ 569 △ 18,970 25,890 12,292
13年 9月中間期 △ 1,316 △ 3,726 19,682 19,215
14年 3月期 1,851 △ 4,107 3,623 5,943

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  1　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　   -  　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   -  　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 15年 3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円
通　　期 30,379 5,204 2,334
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   20 円 38 銭 
　※業績予想につきましては、現時点において合理的と判断するデータ―に基づいて作成しており、様々な不確定要素が内在しているため、
　　 実際の業績は予想数値と異なる可能性があります。

コード番号 　　　　8803      

　　　　　　　（注）金額は百万円未満を切り捨て
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企業集団等の状況 

 

1. 企業集団等の概要 

当企業集団は、連結財務諸表提出会社(以下「当社」という。)と連結子会社１社で構成されており

ます。当企業集団が営んでいる主な事業内容、当該事業に携わっている会社名および各社の当該事業

における位置付けは次のとおりであります。 

なお、当企業集団が営んでいる事業内容と、事業の種類別セグメントにおける事業区分は同一であ

ります。 

(1) 不動産賃貸事業 

当社および平和サービス株式会社(連結子会社)は、建物、設備および土地の賃貸を行っておりま 

す。 

(2) 不動産販売事業 

当社は、マンション、戸建住宅および宅地等の分譲を行っております。 

(3) その他の事業 

当社は、不動産の仲介等を行っております。平和サービス株式会社は、当社が所有する東京地区の

建物、設備の保守管理および改修工事の請負ならびに住宅の増改築の請負業務、保険代理店業務、介

護サービス付高齢者賃貸住宅事業等を行っております。 

 

上記の事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 
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不 動 産 賃 貸 事 業 

不 動 産 販 売 事 業 

そ の 他 の 事 業 

不 動 産 仲 介 事 業 

建物・設備保守管理事業 

請 負 工 事 事 業 

保 険 代 理 店 事 業 

介護サービス付 

高齢者賃貸住宅事業 

 

平和サービス㈱
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経  営  方  針 

 

 

１．経営の基本方針 
  当企業集団は、証券取引所、証券関連団体ならびに証券会社等に建物・設備を賃貸することを目的と

した会社であることを踏まえ、資本市場関係に軸足をおいた事業を中心に展開してまいりましたが、証

券業界のみならず幅広く事業会社などに一般テナント用オフィスビルおよび商業施設用建物を、また、

国民生活に欠かせない住宅については良好な住環境・空間を、それぞれ提供する事業活動を通じて、社

会の発展と進歩に貢献するとともに、事業活動の効率化、収益性の向上および財務体質の強化を推進す

ることにより、株主、投資家および取引先各位から魅力ある企業となることを経営の基本方針としてお

ります。 

 

 

２．利益配分に関する基本方針 
  当社の主要な事業である不動産賃貸事業および不動産販売事業は、長期的な展望に立っての事業展開

が必要であり、そのためには安定的な経営基盤の確保・維持と財務体質の強化を図ることが重要な課題

であり、企業体質の強化・充実と今後の事業展開に備えるため内部留保に努めるとともに、企業の業績

に応じた配当を実施することを基本方針としておりますが、上場会社として配当額の大きな変動は必ず

しも好ましいものではないと考えており、長期的視点に立っての配慮を加えていく所存であります。内

部留保資金については、今後の不動産賃貸事業および不動産販売事業の展開を図るために事業用投資原

資の一部に充当し、株主各位の将来の安定的な利益確保を図る所存であります。 

 

 

 

経営成績および財政状態 

 

 

１．経営成績 

（１）当中間連結会計期間の概況 
 当中間連結会計期間のわが国経済は、米国の景気減速とあいまって、設備投資・個人消費ともに低迷し、
失業率も高水準で推移するなど、景気は一段とデフレ傾向を強めています。 

 不動産業界におきましては、引き続き地価動向は下落傾向をたどるとともに、一方では利便性による土

地の選別が鮮明になりつつあります。このような状況の下、不動産賃貸事業分野では、オフィスビルの大

量供給や企業のコスト削減に伴う営業拠点の統廃合などにより、需給状況は弱含みのまま推移しておりま

す。不動産販売事業分野では、都心型高層および大規模なマンション販売状況は引き続き好調に推移して

おりますが、顧客による物件の選別はますます厳しくなっていくものと思われます。 

 このような事業環境の下で、当企業集団は、不動産賃貸事業部門の収益構造を再編成すべく積極的に事

業展開するとともに、各事業部門において営業力の強化に努め、コストの削減に取り組むなど、全社一丸

となって経営基盤の強化に努めてまいりました結果、当中間連結会計期間の営業収益は、既存テナントの

賃貸料の減額がありましたが、不動産売上高が増加いたしましたので全体では 85億 62百万円（前年同期

比 1億 35百万円、1．6％減）の計上となりました。 

 営業費用は、売上不動産原価や減価償却費が減少したことから、全体では 60億 71百万円（前年同期比

4億 86百万円、7．4％減）の計上となり、差し引き営業利益は 24億 91百万円（前年同期比 3億 51百万

円、16．4％増）の計上となりました。 

 経常利益は、営業外収益において受取利息や有価証券利息等が減少し、営業外費用においては無担保転

換社債償還に伴う社債利息の減少がありましたが、平成１４年９月の第３回無担保社債発行に伴う費用の

計上により、13億 89百万円（前年同期比 3億 5百万円、28．2%増）の計上となりました。 
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中間純利益につきましては、大阪証券ビルの建替えに伴い建物解体費４億 21百万円等を特別損失に計上

し、法人税等および法人税等調整額を加減した結果、5億 12百万円（前年同期比 2億 24百万円、77．8％

増）の計上となりました。 

 

各事業部門の状況は次のとおりであります。 
①不動産賃貸事業部門 
不動産賃貸事業におきましては、事業用賃貸ビルの立地・規模・設備・賃貸条件などに対するテナント

の選択眼が厳しい状況下で、積極的にテナント誘致活動を展開しましたが、証券取引所賃貸料収入は、東

京証券取引所の賃貸料減額改定などにより、24億 83百万円（前年同期比 2億 2百万円、7．5%減）の計

上となりました。一般賃貸料収入につきましては、平成 14年 9月に取得した道銀ビルディングの賃貸料が

寄与しましたが、名古屋平和ビル建替えによるテナント退去などにより賃貸料が減少し、26億 9百万円（前

年同期比 17百万円、0．7%減）の計上となりました。商業施設賃貸料収入は、ほぼ前年同期並みの 12億

20百万円（前年同期比 19百万円、1．6％増）の計上となりました。これらに土地賃貸料収入の 52百万円

を加えた固定資産賃貸収益の総額は、63億 65百万円（前年同期比 2億円、3．0％減）となりました。 

 

②不動産販売事業部門 
不動産販売事業におきましては、不動産販売価格の低下傾向が続き、供給過剰による販売競争が激しい

事業環境のなか、積極的な販売活動を展開しました結果、マンション分譲につきましては、若葉台ワーズ

ワースの丘（東京都稲城市・5社共同事業）、ザ・ヨコハマタワーズ（神奈川県横浜市・5社共同事業）、浮

間舟渡アイタワー（東京都板橋区・3社共同事業）において 42戸の売上となり、営業収益は、16億 91百

万円（前年同期比 2億 8百万円、14．1％増）となりました。 

 

③その他の事業部門 
その他の事業部門におきましては、請負工事事業部門の工事受注高の減少などにより営業収益は、5億 6

百万円（前年同期比 1億 43百万円、22．1％減）の計上にとどまりました。 
 
 
２．財政状態 
 当中間連結会計期間における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、有形固定
資産の取得等による支出がありましたが、普通社債の発行および借入金による資金調達を行ったこと等に

より、前連結会計年度末に比べ 63億 49百万円（106．8％）増加し、当中間連結会計期間末は 122 億 92

百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 当中間連結会計期間における営業活動の結果、減少した資金は、5億 69百万円（前年同期比 7億 46百

万円増加）となりました。これは主に減価償却費 18億 13百万円実施後の税金等調整前中間純利益 8億 97

百万円を確保した一方、不動産販売事業におけるたな卸資産の増加が 14億 63百万円あったことによるも

のです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
当中間連結会計期間における投資活動の結果、減少した資金は、189 億 70 百万円（前年同期比 152 億

44 百万円減少）となりました。これは主に有形固定資産の取得や建物設備改修工事費等の支出が      

102 億 91 百万円あったことや、投資有価証券の取得として 10 億 34 百万円を支出したことによるもので

す。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
当中間連結会計期間における財務活動の結果、増加した資金は、258億 90百万円（前年同期比 62億 7

百万円増加）となりました。これは普通社債の発行による収入が 200 億円あったことや、長期借入金 99

億 80百万円を調達した一方、短期借入金の返済を 29億 70百万円行ったことによるものです。 
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３.通期の業績見通し 
  通期の業績については、概ね次のような見通しを立てております。 
 
営 業 収 益        ３０３億７９百万円（前期比  ４９．１％増） 

不動産賃貸事業 １３１億７４百万円（前期比   ０．１％増） 

不動産販売事業        １６０億８１百万円（前期比 １５８．５％増） 

その他の事業        １１億２３百万円（前期比  １２．８％増） 

営 業 利 益        ７４億４５百万円（前期比  ５５．３％増） 

経 常 利 益        ５２億０４百万円（前期比  ９１．９％増） 

当 期 純 利 益        ２３億３４百万円（前期比  ９７．６％増） 



(単位：百万円）

比 較 増 減　
（△印減）

金 額 構 成
比 率 金 額 構 成

比 率 金 額

％ ％

流 動 資 産 37,571 21.7 21,530 14.6 16,040

13,387 1,730 11,657

1,105 215 890

6,710 4,477 2,232

13,767 12,304 1,463

726 743 △ 16

1,873 2,068 △ 194

△ 1 △ 8 7

固 定 資 産 135,672 78.3 126,015 85.3 9,657

１．有 形 固 定 資 産 127,811 73.7 119,059 80.6 8,751

53,987 52,867 1,120

142 146 △ 3

162 164 △ 1

＊1 70,883 65,800 5,082

2,635 81 2,554

２．無 形 固 定 資 産 3,915 2.3 4,179 2.8 △ 263

3,862 4,120 △ 257

52 59 △ 6

３．投 資 そ の 他 の 資 産 3,946 2.3 2,776 1.9 1,169

1,893 854 1,039

12 14 △ 2

116 31 85

2,075 2,028 46

△ 152 △ 152 0

54 0.0 108 0.1 △ 54

54 108 △ 54

173,298 100.0 147,654 100.0 25,644

貸 倒 引 当 金

繰　 延　 資　 産

社 債 発 行 差 金

中 間 連 結 貸 借 対 照 表

そ の 他

そ の 他

土 地

建 設 仮 勘 定

機 械 装 置 お よ び 運 搬 具

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

借 地 権

繰 延 税 金 資 産

（平成１４年３月３１日現在）

前 連 結 会 計 年 度 末当中間連結会計期間末

（ 資 産 の 部 ）

（平成１４年９月３０日現在）

現 金 ・ 預 金

建 物 設 備 お よ び 構 築 物

そ の 他

器 具 備 品

資 産 合 計

（記載金額は百万円未満を切り捨てております）

営 業 未 収 入 金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

期 別

科 目
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(単位：百万円）

比 較 増 減　
（△印減）

金 額 構 成
比 率 金 額 構 成

比 率 金 額

％ ％

流 動 負 債 35,003 20.2 29,447 20.0 5,556

446 454 △ 8

7,000 ― 7,000

16,300 19,270 △ 2,970

4,124 2,180 1,944

541 880 △ 338

3 505 △ 502

169 189 △ 20

6,418 5,966 452

固 定 負 債 101,750 58.7 81,819 55.4 19,930

40,000 27,000 13,000

39,084 31,810 7,274

13,104 14,045 △ 940

7,872 7,231 641

― 52 △ 52

＊1 884 884 ―

244 269 △ 24

559 524 35

0 2 △ 1

136,754 78.9 111,266 75.4 25,487

36 0.0 37 0.0 △　0

5,814 3.4 5,814 3.9 ―

4,061 2.3 4,061 2.8 ―

25,447 14.7 25,313 17.1 133

＊1 1,218 0.7 1,218 0.8 ―

△　0 △ 0.0 △ 46 △ 0.0 46

△ 32 △ 0.0 △ 10 △ 0.0 △ 22

36,507 21.1 36,349 24.6 157

173,298 100.0 147,654 100.0 25,644

連 結 調 整 勘 定

Ⅵ 自 己 株 式

（ 少 数 株 主 持 分 ）

少 数 株 主 持 分

Ⅴ

支払手形および営業未払金

負債、少数株主持分および資本合計

Ⅲ

土 地 再 評 価 差 額 金

そ の 他

資 本 剰 余 金

退 職 慰 労 引 当 金

資 本 金

（ 資 本 の 部 ）

未 払 法 人 税 等

１年以内に償還予定の普通社債

その他有価証券評価差額金

繰 延 税 金 負 債

未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金

（ 負 債 の 部 ）

（平成１４年９月３０日現在）

短 期 借 入 金

１年以内に返済予定の長期借入金

Ⅱ

長 期 借 入 金

社 債

Ⅳ

Ⅱ

利 益 剰 余 金

前 連 結 会 計 年 度 末当中間連結会計期間末
（平成１４年３月３１日現在）

Ⅰ

（記載金額は百万円未満を切り捨てております）

資 本 合 計

負 債 合 計

Ⅰ

退 職 給 付 引 当 金

保 証 金

敷 金

再評価に係る繰延税金負債

期 別

科 目科 目科 目科 目科 目科 目

期 別

科 目

－　7  －
　－



金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 金 額 増 減 率

％ ％ ％

Ⅰ 8,562 100.0 8,697 100.0 △ 135 △ 1.6

Ⅱ 4,936 57.7 5,448 62.6 △ 512 △ 9.4

3,626 42.3 3,249 37.4 377 11.6

Ⅲ *1 1,135 13.3 1,109 12.8 25 2.3

2,491 29.1 2,139 24.6 351 16.4

Ⅳ 29 0.3 58 0.7 △ 29 △ 50.0

3 10 △ 7

3 4 △ 1

1 2 △ 0

20 40 △ 20

Ⅴ 1,131 13.2 1,114 12.8 17 1.6

634 711 △ 76

― 0 △ 0

208 117 91

*2 257 254 2

― 0 △ 0

30 30 △ 0

1,389 16.2 1,083 12.5 305 28.2

Ⅵ 8 0.1 2 0.0 5 179.4

7 ― 7

*3 1 ― 1

― 2 △ 2

Ⅶ 500 5.8 560 6.5 △ 60 △ 10.8

*4 2 560 △ 558

421 ― 421

55 ― 55

21 ― 21

897 10.5 526 6.0 371 70.5

540 6.3 310 3.6 230 74.1

△ 155 △ 1.8 △ 72 △ 0.9 △ 82

0 0.0 ― ― 0

512 6.0 288 3.3 224 77.8

中 間 連 結 損 益 計 算 書

投 資 有 価 証 券 評 価 損

販 売 費 および一 般 管 理 費

経 常 利 益

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

雑 損

支 払 利 息

特 別 損 失

（記載金額は百万円未満を切り捨てております）

前中間連結会計期間当中間連結会計期間
自　平成１３年４月　１日自　平成１４年４月　１日

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 収 益

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

( 単 位 ： 百 万 円 ）

比　較　増　減　

社 債 発 行 費

借 地 権 償 却 額

受 取 利 息

受 取 配 当 金

雑 益

連 結 調 整 勘 定 償 却 額

有 価 証 券 売 却 損

至　平成１４年９月３０日 （△印減）至　平成１３年９月３０日

営 業 外 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

少 数 株 主 損 失

中 間 純 利 益

貸 倒 引 当 金 差 額 戻 入 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

法 人 税 等 調 整 額

固 定 資 産 売 却 益

法人税、住民税および事業税

固 定 資 産 除 却 損

差 入 保 証 金 償 却 額

建 物 設 備 解 体 費

期 別

科 目

－　8　－



（単位：百万円）

Ⅰ 4,061 4,061

Ⅱ 4,061 4,061

Ⅰ 25,313 24,843

Ⅱ

512 512 288 288

Ⅲ
337 337

41 379 36 373

Ⅳ 25,447 24,758

利 益 剰 余 金 増 加 高

役 員 賞 与

（記載金額は百万円未満を切り捨てております）

中 間 純 利 益

利 益 剰 余 金 減 少 高
配 当 金

前 中 間 連 結 会 計 期 間

金 額 金 額

自　平成１４年４月　１日

至　平成１４年９月３０日

自　平成１３年４月　１日

至　平成１３年９月３０日

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

利益剰余金中間期末残高

中間連結剰余金計算書

　

当 中 間 連 結 会 計 期 間

（資本剰余金の部）

資本剰余金中間期末残高

（利益剰余金の部）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

期 別

科 目

－　9　－



　　　　　　（単位：百万円）
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間
自 平成14年 4月 1日 自 平成13年 4月 1日
至 平成14年 9月30日 至 平成13年 9月30日

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間純利益 897 526
減価償却費 1,813 1,919
連結調整勘定償却額 △ 1 △ 2
差入保証金償却額 21 －
投資有価証券等評価損 55 －
固定資産除却損 2 560
貸倒引当金の増減額（減少は△） △ 7 8
賞与引当金の増減額（減少は△） △ 20 7
退職給付引当金の増加額 35 18
退職慰労引当金の減少額 △ 24 △ 24
受取利息および受取配当金 △ 6 △ 15
支払利息 634 711
有価証券売却損 － 0
投資有価証券売却益 － △ 2
固定資産売却益 △ 1 －
短期貸付金の減少額 19 12
売上債権の増加額 △ 888 △ 351
たな卸資産の増加額 △ 1,463 △ 3,067
前渡金の増加額 － △ 280
前払費用の増減額（増加は△） 125 △ 419
未収金の増減額（増加は△） △0 567
仕入債務の増減額（減少は△） △ 3 721
前受金の増加額 436 229
未払消費税等の増減額（減少は△） △ 502 250
保証金・敷金の減少額 △ 307 △ 914
役員賞与の支払額 △ 41 △ 36
その他 47 12
    小計 819 432
利息および配当金の受取額 6 15
利息の支払額 △ 516 △ 544
法人税等の支払額 △ 878 △ 1,220
営業活動によるキャッシュ・フロー △ 569 △ 1,316

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の純増加額 △ 7,020 △ 850
有価証券の取得による支出 △ 500 △ 182
有価証券の売却・償還による収入 － 33
投資有価証券の取得による支出 △ 1,034 △ 500
投資有価証券の売却・償還による収入 － 25
出資金の増加による支出 △ 177 △ 828
出資金の返還による収入 8 14
有形固定資産の取得による支出 △ 10,291 △ 1,381
有形固定資産の売却による収入 2 －
無形固定資産の取得による支出 － △ 1
長期前払費用の増加による支出 △ 3 △ 57
従業員貸付金の貸付による支出 △ 0 △ 2
従業員貸付金の回収による収入 2 3
差入保証金の差入による支出 △ 7 △ 6
差入保証金の返還による収入 49 6
その他 0 －
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 18,970 △ 3,726

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額（減少は△） △ 2,970 1,150
長期借入れによる収入 9,980 1,000
長期借入金の返済による支出 △ 762 △ 2,130
社債の発行による収入 20,000 20,000
配当金の支払額 △ 337 △ 336
その他 △ 20 △ 1
財務活動によるキャッシュ・フロー 25,890 19,682

Ⅳ 現金および現金同等物に係る換算差額 － －
Ⅴ 現金および現金同等物の増加額 6,349 14,639
Ⅵ 現金および現金同等物の期首残高 5,943 4,576
Ⅶ 現金および現金同等物の中間期末残高 12,292 19,215

（記載金額は百万円未満を切り捨てております） 　　―　10　―

中間連結キャッシュ･フロー計算書
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】 

１． 連結の範囲に関する事項                 

連結子会社は１社（平和サービス株式会社）であり、非連結子会社はありません。 

２． 持分法の適用に関する事項 

    該当事項はありません。 

３． 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

中間連結決算日と一致しております。 

４． 会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準および評価方法 

① 有 価 証 券 

イ.満期保有目的債券…償却原価法を採用しております。 

ロ.その他有価証券 

a. 時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定。）

を採用しております。 

b. 時価のないもの…主として総平均法による原価法を採用しております。 

     ② た な 卸 資 産…主として総平均法による原価法を採用しております。 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有 形 固 定 資 産       …定率法を採用しております。ただし、東京証券取引所ビルほか２棟の

ビルおよび平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を

除く。）については、定額法を採用しております。なお、連結子会社に

ついては、定額法を採用しております。 

主な耐用年数は、次のとおりであります。 

             建物設備および構築物    ８～５０年 

             機械装置および運搬具    ６～１５年 

             器 具 備 品       ５～１５年 

② 無 形 固 定 資 産       …定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

（３）重要な繰延資産の処理方法 

① 社 債 発 行 費…支払時に全額費用処理しております。 

② 社 債 発 行 差 金…社債償還期間（３年）にわたり均等償却しております。 

（４）重要な引当金の計上基準              

① 貸 倒 引 当 金       …営業未収入金・貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

② 賞 与 引 当 金       …従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。 
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③ 退 職 給 付 引 当 金…従業員および年金受給者の退職給付に備えるため、当中間期末におけ

る退職給付債務から年金資産の公正な評価額を控除した額を計上し

ております。なお、連結子会社は、中小企業退職金共済制度を採用し

ており、退職給付引当金を計上しておりません。 

④ 退 職 慰 労 引 当 金       …役員の退職慰労金の支出に備えるため、「役員退職慰労金規程」に基

づく中間期末要支給額を計上しております。なお、連結子会社は、退

職慰労引当金を計上しておりません。 

（５）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（６）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法…金利スワップについて、特例処理の要件を満たしておりますので、

特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

イ. ヘッジ手段…金利スワップ 

ロ.  ヘッジ対象…借入金の利息 

③ ヘ ッ ジ 方 針…主として親会社は、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金

利スワップ取引を行っております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法…金利スワップの特例処理の要件を満たしているので有効性の評価

を省略しております。 

（７）その他の中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項    

  消費税等の会計処理方法…税抜き方式によっております。 

５． 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金および取得日から３か月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 

 

追 加 情 報        

当中間連結会計期間から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第 1号）

を適用しております。これによる当中間連結会計期間の損益に与える影響は軽微であります。なお、中間

連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の資本の部および中間

連結剰余金計算書については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 



[ 注   記　 事 　項 ]

中間連結貸借対照表関係

1. 33,020百万円 1. 31,497百万円

2. 454百万円 2. 471百万円

3. 3.

48,655百万円 29,330百万円

20,678百万円 17,941百万円

69,333百万円 47,272百万円

4. ＊1 4. ＊1

計上しております。

再評価を行った土地の当

期末における時価と再評 　　771百万円

価後の帳簿価格との差額

中間連結損益計算書関係

1. ＊1 1. ＊1

不 動 産 販 売 管 理 費 181百万円 不 動 産 販 売 管 理 費 179百万円

給 料 手 当 202百万円 給 料 手 当 205百万円

賞 与 引 当 額 88百万円 賞 与 引 当 額 103百万円

退 職 慰 労 引 当 額 35百万円 退 職 慰 労 引 当 額 35百万円

退 職 給 付 費 用 44百万円 退 職 給 付 費 用 52百万円

減 価 償 却 費 59百万円 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 8百万円

減 価 償 却 費 53百万円

2. ＊2 2. ＊2

3. ＊3 固定資産売却益の内訳

車 両 運 搬 具 1百万円

土　　地 0百万円

計 1百万円

4. ＊4 固定資産除却損の内訳 3. ＊4 固定資産除却損の内訳

建 物 設 備 1百万円 建 物 設 備 558百万円

器 具 備 品 0百万円 器 具 備 品 2百万円

計 2百万円 計 560百万円

合　　計

同     左

「土地の再評価に関する法律」(平成10年3月31日公布法律第

34号)および「土地の再評価に関する法律の一部を改正する

法律」(平成13年3月31日公布法律第19号)に基づき、事業用の

土地の再評価を行っており、当該評価差額に係る税金相当分

建物設備

保 証 債 務

担 保 に 供 し て い る 資 産担 保 に 供 し て い る 資 産

土　　地

建物設備

当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

（平成14年9月30日現在） （平成14年3月31日現在）

有形固定資産の減価償却累計額 有形固定資産の減価償却累計額

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

保 証 債 務

合　　計

土　　地

北軽井沢別荘分譲事業からの撤退に伴い、平成12年3月期より 北軽井沢別荘分譲事業からの撤退に伴い、平成12年3月期より

自　平成14年4月 1日 自　平成13年4月 1日

至　平成14年9月30日 至　平成13年9月30日

官 が 定 め て 公 表 し た 方 法 に よ

借地権を均等償却し、当期償却額は257百万円であります。 借地権を均等償却し、当期償却額は254百万円であります。

を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、

これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に

 再評価を行った年月日 平成１３年３月３１日

同法律第3条第3項に 「 土 地 の 再 評 価 に 関 す る 法 律

定める再評価の方法 施行令」(平成10年3月31日公布政令

第119号）第2条第4号に定める地価税

法第 16条に規定する地価税の課

税価格の計算の基礎となる土地の価

額 を 算 定 す る た め に 国 税 庁 長

り 算 定 し た 価 額 に 、 合 理 的 な

調整を行って算出しております。

借地権契約期間満了となる平成15年3月期までの4年間にわたり 借地権契約期間満了となる平成15年3月期までの4年間にわたり

販売費および一般管理費のうち主要な費目および金額 販売費および一般管理費のうち主要な費目および金額

－　13　－



中間連結キャッシュ・フロー計算書関係

現 金 ・ 預 金 勘 定 13,387百万円 現 金 ・ 預 金 勘 定 1,564百万円

有 価 証 券 勘 定 6,710百万円 有 価 証 券 勘 定 18,814百万円

計 20,098百万円 計 20,379百万円

預 入 期 間 が ３ か 月 を 預 入 期 間 が ３ か 月 を
超 え る 定 期 預 金 超 え る 定 期 預 金

取得日から償還日までの期間 転 換 社 債 △148百万円

が３か月を超える債券等 現金および現金同等物 19,215百万円

現金および現金同等物 12,292百万円

△1,015百万円△7,285百万円

△520百万円

現金および現金同等物の中間期末残高と中間
連結貸借対照表に掲記されている科目の金額
との関係

現金および現金同等物の中間期末残高と中間
連結貸借対照表に掲記されている科目の金額
との関係

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

（平成14年9月30日現在） （平成13年9月30日現在）
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1. 1.

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 工 具 ・ 器 具 ・ 備 品

89百万円 69百万円

62百万円 22百万円

2. 2.

14百万円 8百万円

47百万円 14百万円

62百万円 22百万円

3. 3.

5百万円 5百万円

5百万円 5百万円

4. 減価償却費相当額の算定方法 4. 減価償却費相当額の算定方法

リース取引関係

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

自　平成14年4月 1日 自　平成13年4月 1日

至　平成14年9月30日 至　平成13年9月30日

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額およ
び中間期末残高相当額

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額およ
び中間期末残高相当額

取得価額相当額 取得価額相当額
減 価 償 却 累
計 額 相 当 額

減 価 償 却 累
計 額 相 当 額

中 間 期 末 残 高
相 当 額

中 間 期 末 残 高
相 当 額

なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残高が
有形固定資産の中間期末残高等に占める割合が低いため、
支払利子込み法により算定しております。

　　　　　　　　　同　　　　左

1 年 以 内 1 年 以 内

未経過リース料中間期末残高相当額未経過リース料中間期末残高相当額

支払リース料および減価償却費相当額 支払リース料および減価償却費相当額

1 年 超 1 年 超

　計 　計

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に
よっております。 　　　　　　　　　同　　　　左

27百万円 46百万円

支 払 リ ー ス 料 支 払 リ ー ス 料

減価償却費相当額 減価償却費相当額

なお、未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過リー
ス料中間期末残高が有形固定資産の中間期末残高等に占め
る割合が低いため支払利子込み法により算定しておりま
す。

　　　　　　　　　同　　　　左
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ファイル名:有価証券 更新日時:10/29/2002 2:51 PM 印刷日時:02/10/29 16:32 
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 有価証券関係 

１ 時価のある有価証券 
(単位：百万円) 

区分 
当中間連結会計期間 
平成14年９月30日現在 

前中間連結会計期間 
平成13年９月30日現在 

(1) 満期保有目的の債券 
中間連結 
貸借対照表 
計上額 

時価 差額 
中間連結 
貸借対照表 
計上額 

時価 差額 

① 国債・地方債等 29 29 0 34 34 0 

② 社債 ― ― ― ― ― ― 

③ その他 999 999 △0 ― ― ― 

計 1,029 1,029 0 34 34 0 

(2) その他有価証券 取得原価 
中間連結 
貸借対照表 
計上額 

差額 取得原価 
中間連結 
貸借対照表 
計上額 

差額 

① 株式 319 320 0 422 400 △22 

② 債券       

   国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

   社債 ― ― ― 149 148 △0 

   その他 ― ― ― ― ― ― 

③ その他 8 7 △1 10 7 △3 

計 328 327 △0 582 556 △26 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 
(単位：百万円) 

区分 
当中間連結会計期間 
平成14年９月30日現在 

前中間連結会計期間 
平成13年９月30日現在 

(1) 満期保有目的の債券 中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 

①非上場外国債券 ― ― 

計 ― ― 

(2) その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 

①非上場株式(店頭売買株式を除く｡) 1,546 522 

②非上場外国債券 ― ― 

③マネー・マネージメント・ファンド 3,533 15,562 

④中期国債ファンド 557 1,003 

⑤その他 1,610 2,100 

計 7,247 19,187 



1.事業の種類別セグメント情報

（単位：百万円）
不動産
賃貸事業

不動産
販売事業

その他の
事業 計 消去または

全社 連結

　　営業収益

① 外部顧客に対する営業収益 6,365 1,691 506 8,562 - 8,562

② 7 - 388 395 (395) -

6,372 1,691 894 8,957 (395) 8,562

営業費用 3,534 1,681 848 6,064 6 6,071

2,837 9 46 2,893 (401) 2,491

2.所在地別セグメント情報

3.海外売上高

外国売上高がないため、該当事項はありません。

セグメント情報

（４）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

  営業収益および営業損益

（３）営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間421百万円であり、

　　　②不動産販売事業…戸建住宅、マンションおよび宅地等の分譲

　　　　　　　　　　　　賃貸住宅事業等

　　当中間連結会計期間（自平成１４年４月1日至平成１４年９月３０日）

セグメント間の内部営業収
益または振替高

計
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　　　いずれもその主なものは、中間連結財務諸表提出会社の本店管理部門に係る費用であります。

　　本国以外の国または地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。

営業利益

　　　③その他の事業……不動産仲介、建物・設備の保守管理、請負工事、保険代理店業務、介護サービス付高齢者

（注）
（１）事業区分は売上集計区分によっております。
（２）各事業の主な内容
　　　①不動産賃貸事業…建物、設備および土地の賃貸


